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本研究は大きく以下の２つのテーマに分かれているので、それぞれのテーマ別に総括する。 

 

テーマ１：国民健康・栄養調査結果を用いた国民の栄養素摂取量の適切性を食事摂取基準

との比較により評価する方法を開発し、国民の現状および経年的な動向を評価する。 

 

テーマ２：健康の維持・増進及び生活習慣病予防の観点からみた食事の適切性の評価につ

いて、栄養素と食品の摂取状況との関係から、社会経済的側面も踏まえて明らかにする。 
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テーマ１： 

国民健康・栄養調査結果と食事摂取基準との比較により、国民の栄養素摂取量の

適切性を評価する方法を開発し、国民の現状および経年的な動向を評価する。 

 

国民健康・栄養調査結果と食事摂取基準に基づく 

国民の栄養素摂取量の適切性の評価に関する研究 

 

研究代表者 横山 徹爾  （国立保健医療科学院生涯健康研究部） 

研究分担者 横道 洋司  （山梨大学大学院総合研究部医学域社会医学講座） 

      石川 みどり （国立保健医療科学院生涯健康研究部） 

      吉池 信男  （青森県立保健大学健康科学部栄養学科）       

研究協力者 小山 達也  （青森県立保健大学健康科学部栄養学科） 

大久保 公美 （国立保健医療科学院生涯健康研究部） 
佐々木 敏  （東京大学大学院医学系研究科） 
        

研究要旨 

【目的】国民健康・栄養調査結果を用いた国民の栄養素摂取量の適切性を、食事摂取基準

との比較により性・年齢別に高い精度で評価する方法を開発し、国民の現状および経年

的な動向を評価し、栄養施策推進のための根拠を充実させることを目的とする。 

【方法】以下の３つの分担研究に取り組んだ。 

１）国民健康・栄養調査から日本人の習慣的な栄養素摂取量を推定し食事摂取基準と比

較する方法の開発。（横道、横山、吉池、他） 

２）高齢者の食事の適切性の評価法の検討。（石川、他） 

３）国民健康・栄養調査等の生活習慣調査のオンライン実施に関する試行的検討。（吉

池、他） 

【結果】 

１）①AGEVAR MODEを応用し、たんぱく質を例として、既存の複数日調査の個人内／個人

間分散比を統合し、他の調査の個人内／個人間分散比を外挿することの妥当性をクロ

ス・バリデーションによって検討し、国民健康・栄養調査に外挿して習慣的な摂取量

の分布推定を試みた。男性のたんぱく質ではある程度の妥当性があると考えられた。

②栄養素等摂取量の個人内／個人間変動に関わる地域間差及び季節間差の検討するた

めの新たな複数日の食事調査を開始し、順調にデータ収集を進めた。 
２）AGEVAR MODEを用いて、K県50歳以上の男女の平日2日間の食事調査データの解析を行

い、男性では、60歳を過ぎると摂取量が減少する栄養素（たんぱく質等）があること、

また、栄養素による個人間・個人内変動に違いがあることが明らかになった。 

３）国民健康・栄養調査における生活習慣調査でオンラインによる回答手法の導入が検

討されていることから、地域などでの生活習慣調査におけるオンライン回答の有用性
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を検討するために、３つの集団において「野菜・果物摂取と食生活についてのアンケ

ート調査」を実施した。その結果、20～40歳代という若い年代においては、受け入れ・

協力率も比較的高く、データ入力やチェックのコストを考えると有効な手段と思われ

た。 
【今後の課題】 

１）他の栄養素等についても同様の検討を行い、他の調査の個人内／個人間分散比を国

民健康・栄養調査に外挿して習慣的な摂取量の分布を推定することの妥当性について

さらに確認する。②今後、新たに収集したこれらのデータの確認・入力・摂取量計算

を行い、過去のデータと比較し、個人内／個人間分散比などに変化があるかどうかを

分析する予定である。 

２）男性で60～65歳を過ぎた頃からの変化は定年による生活様式・食事の変化が関連す

る可能性があり、近年、男性に限らず、女性の就労者が増加していることから、定年

前・後の食事摂取を検討していく必要がある。 

３）オンライン調査の結果について、さらに詳細な分析を行う。 

 

Ａ．研究目的 
食事摂取基準を活用し、国民の栄養素摂

取量の適切性を評価するためには、国民健

康・栄養調査によって測定された栄養素等

の摂取量の分布を、推定平均必要量、目標

量、耐用上限量等と比較する必要がある。

しかし、食事摂取基準は「習慣的な摂取量」

の基準を与えるものであり、短期間（例え

ば１日間）の食事の基準を示すものではな

い。そのため、１日調査である国民健康・

栄養調査で得られた栄養素等摂取量の分布

をそのまま食事摂取基準と比較して評価す

ることは適切でなく、習慣的な摂取量の分

布を推定したうえで比較する必要がある。

また、栄養素等摂取量は性・年齢によって

大きく異なり、食事摂取基準の指標の多く

も性・年齢階級別に値が策定されているこ

とから、性・年齢別に高い精度で栄養素等

の習慣的な摂取量の分布を推定する方法も

必要である。 
本研究では、国民健康・栄養調査結果を

用いた国民の栄養素摂取量の適切性を食事

摂取基準との比較により性・年齢別に高い

精度で評価する方法を開発し、国民の現状

および経年的な動向を評価する。その結果、

国民健康・栄養調査結果を用いた国民の栄

養素摂取量の適切性を食事摂取基準との比

較により集団として評価することを可能と

し、経年的な動向も合わせて分析すること

で、栄養施策推進のための根拠を充実させ

ることを目的とする。 
 研究初年度は、既存の複数日の食事調査

のデータを用いて、性・年齢別に習慣的な

摂取量の分布を推定し食事摂取基準と比較

するための統計学的方法の改良と見える化

の方法を開発した。本年度（２年度目）は、

１）①既存の複数日調査の個人内／個人間

分散比の情報を用いて、国民健康・栄養調

査結果から習慣的な摂取量の分布を推定し、

その妥当性を検討する。②また、季節変動

等を検討するために、新たに１年間（4 季

節×各 3 日）の食事調査を開始する。２）

日本人の食事摂取基準（2020 年版）では、

従来一括して設定されていた高齢者の年齢

区分が 65～74 歳、75 歳以上に分けられ、

また、絶対的な栄養評価方法は確立されて
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いないことから、高齢者の特徴に焦点を当

てた分析を行った。３）国民健康・栄養調

査における生活習慣調査ではオンラインに

よる回答手法の導入が検討されていること

から、地域などでの生活習慣調査における

オンライン回答の有用性を検討するために、

３つの集団において「野菜・果物摂取と食

生活についてのアンケート調査」を実施し

た。 
 
Ｂ．方法 
１）国民健康・栄養調査から日本人の習慣

的な栄養素摂取量を推定し食事摂取基準と

比較する方法の開発（横道・横山・吉池） 
①研究分担者・横道らが過去に開発した

AGEVAR MODE 法は、限られた標本数で

年齢別に習慣的な摂取量の分布を推定する

場合に推定誤差を小さくすることが可能な

方法である。昨年度は、本法を改良して年

齢別の習慣的な摂取量の分布をパーセンタ

イル曲線で表して食事摂取基準と視覚的に

比較しやすくし、また、習慣的な摂取量の

個人差を表す個人間変動と、日々の摂取量

の変動を表す個人内変動も図示して評価し

やすくした。今年度はこれらの方法論をさ

らに発展させ、既存の５つの調査（国民健

康・栄養調査に準じた方法による複数日の

食事調査）データを用いて、個人内／個人

間分散比をメタ・アナリシスの手法を用い

て統合し、他の調査の個人内／個人間分散

比を外挿することの妥当性をクロス・バリ

デーションによって検討し、国民健康・栄

養調査に外挿して習慣的な摂取量の分布推

定を試みた。 
AGEVAR MODE 法の基礎理論の改良と

計算プログラムの開発は横道が中心となっ

て行った（横道らの研究分担報告書参照）。

個人内／個人間分散比の統合手法の開発は

横山が中心となって行った（横山らの研究

分担報告書参照）。 
なお、本研究に必要な国民健康・栄養調

査データは利用申請を行ったうえで利用し

た。既存の複数日の食事調査として、いく

つかの県の県民健康・栄養調査で複数日調

査が行われていることから、これらのデー

タは各自治体の手続きを経た上で利用した。 
②青森県鶴田町及び平内町の 2 か所で、各

季節、連続しない平日 2 日、休日 1 日、計

12 日間の秤量記録法による食事調査を実施

する。鶴田町においては、2018 年 6 月（春）、

8~9 月（夏）、11 月（秋）、翌年 2 月（冬）

を実施した。平内町においては、2018 年 8~9
月（夏）11 月（秋）、翌年 2 月（冬）を実施

し、5 月（春）に実施する予定で調査を開

始した。本調査は吉池が中心となって行っ

た。なお、本調査の実施にあたっては、青

森県立保健大学研究倫理委員会の審査・承

認を得た。（吉池らの研究分担報告書参照） 
２）高齢者の食事の適切性の評価法の検討

（石川） 
石川が中心となって、開発した手法を高

齢者の食事調査データに適用し、年齢によ

る摂取量の分布の違いを詳細に検討した。

方法は、K 県 50 歳以上の男女の平日 2 日間

の食事調査データを用いて、AGEVAR 
MODE 法を高齢者に対応し作成されたプ

ログラム（横道・横山）を活用して分布を

推定した。さらに、 食事摂取基準値を重ね

て、不足、過剰摂取の者の割合を推定した。

（石川らの研究分担報告書参照）。 
３）国民健康・栄養調査等の生活習慣調査

のオンライン実施に関する試行的検討（吉

池） 
青森県、青森県Ｔ町並びに秋田県大館保

健所と共同し、３つの集団を調査対象とし

て、約 4500 名に調査関係書類を配布し、オ
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ンライン回答を依頼した。本調査の実施に

あたっては、青森県立保健大学研究倫理委

員会の審査・承認を得た。（吉池らの研究分

担報告書参照） 
 
Ｃ．結果 
１）国民健康・栄養調査から日本人の習慣

的な栄養素摂取量を推定し食事摂取基準と

比較する方法の開発（横道・横山・吉池） 
①たんぱく質を例として、既存の５調査の

個人内／個人間分散比（男性）と年齢との

関係を分析したところ、人数が少ない調査

では若い世代で極端に分散比が大きく、標

準誤差も非常に大きかった。クロス・バリ

デーションの結果、人数の少ない調査を除

いて、調査自体の分散比を用いた場合と他

調査の分散比を用いた場合で、比較的近い

パーセンタイル曲線になり、ある程度の妥

当性があると考え られた。 AGEVAR 
MODE法を1日調査データに利用できるよ

うに改良し、計算に必要なプログラムは統

計ソフトウエア SAS により記述した。これ

により、分散比の統合値を国民健康・栄養

調査に外挿して習慣的な摂取量の分布を推

定した。 
②2019 年 3 月現在、調査が進行中である。

繰り返し調査における途中脱落もほとんど

なく、順調にデータ収集が進んでいる。２

町を合わせて 57 世帯 183 名に季節変動調

査が実施できる予定である。 
２）高齢者の食事の適切性の評価法の検討

（石川） 
男性と女性では、習慣的摂取量の年齢に

よる分布に違いがみられた。男性では、60
歳を過ぎると摂取量が減少する栄養素（た

んぱく質等）があること、また、栄養素で

年齢による個人間・個人内変動に違いがあ

ることが確認された。 

３）国民健康・栄養調査等の生活習慣調査

のオンライン実施に関する試行的検討（吉

池） 
 ３つの集団における回答率は、全体とし

て 57％であった。調査票配布から、回答期

限までは今回約 14～20 日間に設定したが、

回答期限後 25 日後に入力されたデータを

回収し、外れ値や理論矛盾の無い（クリー

ニングされた）データを用いた集計・解析

をすぐに行うことが可能であった。 
 
Ｄ．考察 
１）国民健康・栄養調査から日本人の習慣

的な栄養素摂取量を推定し食事摂取基準と

比較する方法の開発（横道・横山・吉池） 
①メタ・アナリシスの手法を用いて分散比

を統合した値を国民健康・栄養調査に外挿

して習慣的な摂取量の分布を推定すると、

１日調査の分布に比べて習慣的な摂取量の

分布の幅は大幅に縮小した。これは、１日

調査で EAR カットポイント法等を用いる

と、該当割合が大幅に過大評価または過少

評価することを意味している。他の栄養素

等についても同様の検討を行い、他の調査

の個人内／個人間分散比を国民健康・栄養

調査に外挿して習慣的な摂取量の分布を推

定することの妥当性についてさらに確かめ

る必要がある。 
②調査は順調に進んでおり、今後、新たに

収集したこれらのデータの確認・入力・摂

取量計算を行い、過去のデータと比較し、

個人内／個人間分散比などに変化があるか

どうかを分析する予定である。 
２）高齢者の食事の適切性の評価法の検討

（石川） 
50 歳以上の集団の年齢による変化にお

いて、男性では、60~65 歳を過ぎた頃から、

摂取量が減少する栄養素がみられた。定年
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による生活様式・食事の変化が関連するこ

とが考えられる。近年には、男性に限らず、

女性の就労者が増加していることから、定

年前・後の食事摂取を検討していく必要が

あるであろう。 
３）国民健康・栄養調査等の生活習慣調査

のオンライン実施に関する試行的検討（吉

池） 
オンライン調査では、ID とパスワードを

記載した紙を 1 枚だけにすればよいので、

調査関係書類を配布する手間を減らすこと

ができた。また、調査票回収、データ入力

及びチェック作業を減らすこともでき、欠

損値も減らすことができた。対象者の回答

後、速やかにデータクリーニングされたデ

ータを入手できることはオンライン調査の

最大の利点であると考えられる。 
 
Ｅ．結論 
１）①既存の複数日調査の個人内／個人間

分散比をメタ・アナリシスの手法を用いて

統合し、国民健康・栄養調査に外挿して習

慣的な摂取量の分布推定を試みた。男性の

たんぱく質ではある程度の妥当性はあると

思われた。②季節変動等を検討するための、

新たな複数日の食事調査を開始した。 
２）男性では、60 歳を過ぎると摂取量が減

少する栄養素（たんぱく質等）があること、

また、栄養素で年齢による個人間・個人内

変動に違いがあることが確認された。 
３）オンライン調査は、対象者にもよるが

回収率も低くなく、速やかにデータクリー

ニングされたデータを入手できることから、

有用なデータ収集方法であることを確認し

た。 
 
F．参考文献 

各分担報告書参照 

G．健康危機情報 

各分担報告書参照 
 
H．研究発表 

各分担報告書参照 
 
I．知的財産権の出願・登録状況 

各分担報告書参照 
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テーマ２： 

健康の維持・増進及び生活習慣病予防の観点からみた食事の適切性の評価について、

栄養素と食品の摂取状況との関係から、社会経済的側面も踏まえて明らかにする。 

 

健康増進・生活習慣病予防のための食事の適切性の評価に関する研究 

 

研究分担者 村山 伸子  （新潟県立大学人間生活学部） 

      須賀 ひとみ （東京大学大学院医学系研究科） 
      村上 健太郎 （東京大学大学院医学系研究科） 

研究協力者 小島 唯   （新潟県立大学人間生活学部） 
      大久保 公美 （国立保健医療科学院生涯健康研究部） 

佐々木 敏  （東京大学大学院医学系研究科） 
 

研究要旨 

【目的】健康の維持・増進及び生活習慣病予防の観点からみた食事の適切性の評価について、栄

養素と食品の摂取状況との関係から、社会経済的側面も踏まえて明らかにする。また、案分法に

よる食事記録の妥当性の検証をおこなう。平成 30 年度は、以下の６つの研究を実施した。 

１）食事の適切性を評価するための食事スコアの検討（村上） 

２）朝食・昼食・夕食別の食事パタンと全体の食事パタンへの寄与の検討（村上） 

３）食事パタンの経年変化の検討（村上） 

４）Nutrient-Rich Food Index 9.3（NRF9.3）と栄養素摂取量との関連（村上） 

５）食事の適切性を評価するための食品種類数の検討（村山、小島） 

６）食事記録の妥当性の検証のため調査方法と対象地域の選定（須賀） 

【方法】３つの分担研究により実施した。研究１）２）は、既存の国民健康・栄養調査の個別デ

ータの利用申請をおこない、利用した年次の成人の 1 日間の秤量食事記録データを用いた。 

【結果】 

１）食事の質の評価指標として、現在利用可能な４つの食事の質スコア（食事バランスガイドの

遵守度を評価したスコア（JFGスコア）およびその修正版（修正版 JFGスコア）、地中海食スコア

（MDS）および DASH（Dietary Approaches to Stop Hypertension）スコア）と各種栄養素摂取量

および代謝危険因子とのあいだに一貫した関連は観察されなかった。 

２）日本人が摂取する朝食・昼食・夕食における主要な食事パタンを抽出した。これらのパタン

のそれぞれが 1 日全体の食事パタンと独自に関連していた。 

３）対象者全員を含んだ解析では、「植物性食品と魚」パタンの得点は経時的に減少し、一方「パ

ンと乳製品」パタンおよび「動物性食品と植物油」パタンの得点は経時的に増加した。 

４）NRF9.3 は全般的に望ましい栄養摂取状況と関連していた。NRF9.3 が日本人の食事の全般的

な質を評価するのに有用な尺度である可能性が示唆された。 

５）摂取食品数、食品群数が多いほど、多くの栄養素等で摂取量が相対的に多いことが示された。 

６）食事記録の妥当性の検証のため調査方法と対象地域の選定をおこなった。 
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【今後の課題】食事の適切性の評価方法については、さらに検討と論文化を進める。６）は次年

度に調査を実施する。 

 

A．目的 

 欧米では、低所得者に肥満が多く生活習慣病

の罹患率が高いこと、その要因としてエネルギ

ー密度が高く、栄養素密度が低い食物が、安価

であることが多くの研究で示されている。また、

欧米や日本において、低所得者は、1 日の食費

が安価で、栄養素密度が低いことが示されてい

る（Okubo H, 2016）。生活習慣病の予防のため

に必要な栄養素摂取量を偏りなく確保するた

めに、どのような食品をどのくらいの量で組み

合わせ、どのくらいの食費が必要かについての

研究が必要である。そこで、健康の維持・増進

及び生活習慣病予防の観点からみた食事の適

切性の評価について、栄養素と食品の摂取状況

との関係から、社会経済的側面も踏まえて明ら

かにする。具体的には、国民健康・栄養調査を

用いて、適正な栄養素摂取量となる食品の質と

量、および食費を算出する方法を確立すること

を目的とする。また、国民健康・栄養調査で用

いられている案分法による食事記録の妥当性

を検証する。平成 30 年度は、以下の６つの研

究を実施した。 

１）食事の適切性を評価するための食事スコア

の検討（村上） 

２）朝食・昼食・夕食別の食事パタンと全体の

食事パタンへの寄与の検討（村上） 

３）食事パタンの経年変化の検討（村上） 

４）Nutrient-Rich Food Index 9.3（NRF9.3）と

栄養素摂取量との関連（村上） 

５）食事の適切性を評価するための食品種類数

の検討（村山、小島） 

６）食事記録の妥当性の検証のため調査方法と

対象地域の選定（須賀） 

 

B．方法 

研究１）～５）は共通して、既存の国民健康・

栄養調査の個別データの利用申請をおこない、

分析に用いた。研究１）２）４）は 2012 年、

３）は 2003 年～2015 年、５）は 2014 年の調

査データを用いた。 

１）食事の適切性を評価するための食事スコア

の検討（村上） 

20 歳以上の成人 15,618 人から得られた 1 日

間秤量食事記録データを用いた。食事の質の評

価には、食事バランスガイドの遵守度を評価し

たスコア（JFG スコア）およびその修正版（修

正版 JFG スコア）、地中海食スコア（MDS）お

よ び DASH （ Dietary Approaches to Stop 

Hypertension）スコアの四つの食事スコアを用

いた。検討した代謝危険因子は、BMI、腹囲、

血圧、血清総コレステロール、HDL コレステ

ロール、LDL コレステロール、ヘモグロビン

A1c である。 

２）朝食・昼食・夕食別の食事パタンと全体の

食事パタンへの寄与の検討（村上） 

20 歳以上の成人 15,618 人から得られた 1 日

間秤量食事記録データを用いた。 

３）食事パタンの経年変化の検討（村上） 

用いたデータは、毎年独立して繰り返し行わ

れた横断調査データである。合計 88,527 人の

20 歳以上の成人の食事摂取量が 1 日間秤量食

事記録で評価された。食事パタンを抽出するた

めに、31 食品グループの摂取量（1 日あたり）

をもとにして主成分分析を行った。 

４）Nutrient-Rich Food Index 9.3（NRF9.3）と

栄養素摂取量との関連（村上） 

18 歳以上の成人 19,874 人から得られた 1 日

間秤量食事記録データを用いた。NRF9.3 の算

出には日本人の食事摂取基準 2015 年版の各種

基準値を用いた（たんぱく質、ビタミン A、ビ
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タミン C、カルシウム、鉄およびマグネシウム

については推奨量、ビタミン D については目

安量、飽和脂肪酸、食物繊維、カリウムおよび

ナトリウムについては目標量）。添加糖類につ

いては WHO の推奨の値を用いた。 

５）食事の適切性を評価するための食品種類数

の検討（村山、小島） 

20～64 歳の男女 3,985 名のデータを用いた。

対象者の食物摂取状況より，摂取食品数，摂取

食品群数をカウントした。摂取食品数，摂取食

品群数と栄養素等摂取量を比較した。栄養素等

摂取量は密度法により調整した値を用いた。 

６）食事記録の妥当性の検証のため調査方法と

対象地域の選定（須賀） 

 

C．結果 

１）食事の適切性を評価するための食事スコア

の検討（村上） 

DASH スコアは、各種微量栄養素や食物繊維

の高摂取や飽和脂肪酸やナトリウムの低摂取

といった望ましい栄養摂取状況と関連してい

た。一方、ほかの３つの食事スコアは、望まし

い栄養摂取状況のみならず望ましくない栄養

摂取状況とも関連していた。食事の質スコアと

代謝危険因子との関連も一貫しておらず、JFG

スコアと修正版 JFG スコアは LDL コレステロ

ールと正の関連を示し、MDS は HDL コレステ

ロールと負の関連を示した。また、DASH スコ

アと血圧とのあいだには有意な関連が観察さ

れなかった。 

２）朝食・昼食・夕食別の食事パタンと全体の

食事パタンへの寄与の検討（村上） 

22 の食品群の 1 日あたりの摂取量をもとに

した主成分分析を行なったところ、４つの食事

パタンが抽出された：野菜/果物/魚/豆パタン、

パン/乳製品パタン、肉/油脂パタン、めん/調味

料パタン。同様の方法で朝食・昼食・夕食の食

事パタンを抽出した。1 日あたりの摂取量から

抽出された野菜/果物/魚/豆パタンのスコアの

個人間変動を説明する主要な因子は、朝食のめ

し/野菜/魚/豆/調味料パタン（28％）、昼食の野

菜/豆/いも/砂糖パタン（15％）および夕食の魚

/砂糖/アルコール飲料パタン（19％）であった。

1 日あたりの摂取量から抽出されたほかの食

事パタンは、同様の特性を持ったそれぞれの食

事機会のパタンによってスコアのばらつきの

大部分が説明された：パン/乳製品パタンは朝

食のパン/乳製品/果物/砂糖パタン（33％）と昼

食のパン/乳製品パタン（24％）；肉/油脂パタン

は朝食の肉/卵/油脂パタン（13％）、昼食の肉/

油脂パタン（33％）、夕食の肉/野菜/調味料パタ

ン（28％）およびその他の穀類/油脂パタン

（11％）；めん/調味料パタンは昼食のめん/調味

料パタン（51％）および夕食のめん/アルコー

ル飲料パタン（25％）。 

３）食事パタンの経年変化の検討（村上） 

抽出された食事パタンは、「植物性食品と魚」

パタン、「パンと乳製品」パタンおよび「動物

性食品と植物油」パタンの３つであった。対象

者全員を含んだ解析において、「植物性食品と

魚」パタンの得点は経時的に減少し、一方「パ

ンと乳製品」パタンおよび「動物性食品と植物

油」パタンの得点は経時的に増加した。「植物

性食品と魚」パタン得点の減少は検討したすべ

てのサブグループにおいて一貫して観察され

た。 

４）Nutrient-Rich Food Index 9.3（NRF9.3）と

栄養素摂取量との関連（村上） 

年齢、性、体重状態、職業およびエネルギー

摂取量で調整した後、NRF9.3 はたんぱく質、

多価不飽和脂肪酸、食物繊維、検討したすべて

のビタミン類、ナトリウム以外のすべてのミネ

ラル類の摂取量と正の関連を示した一方、脂質、

飽和脂肪酸、一価不飽和脂肪酸、添加糖類の摂

取量と負の関連を示した。食品群レベルにおい

ては、NRF9.3 はいも類、豆類、ナッツ類、野
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菜類、果物類、魚介類、肉類、卵類、乳類、果

物ジュース、野菜ジュース、茶・コーヒーと正

の関連を示した一方、穀類、砂糖類、油脂類、

甘味飲料と負の関連を示した。 

５）食事の適切性を評価するための食品種類数

の検討（村山、小島） 

1 日の摂取食品数、摂取食品群数の平均値

（標準偏差）は、それぞれ 22.3（7.2）食品、

9.8（2.0）群であった。摂取食品数と栄養素等

摂取量の比較ではナトリウム、ビタミン D、ビ

タミン B1 を除くすべての栄養素等で群間差が

みられた。炭水化物以外の栄養素で、摂取食品

数が多い方が、1000kcal あたりの栄養素等摂取

量が相対的に多かった。摂取食品群数と栄養素

等摂取量の比較では、炭水化物、ナトリウム、

ビタミン D、ビタミン B1 を除く栄養素で、摂

取食品群数の多い群で相対的に栄養素等摂取

量が多かった。 

６）食事記録の妥当性の検証のため調査方法と

対象地域の選定（須賀） 

調査対象者：①30～69 歳の一般住民男性と、

②①と同居し、①の日常の食事の調理を行って

いる女性（年齢は問わない）の 2 名 1 組で参加

可能な 96 組（192 名）とする。 

 調査方法：対象者①の年齢階級ごとに、A：

案分法食事記録法、B：秤量式食事記録法のい

ずれかの方法にランダムに割り付けする。対象

者②は日曜・祝日を除いた任意の 1 日に対象者

①が飲食したすべての食品・飲料の名前と摂取

した量を朝・昼・夕・間食別に A、B いずれか

の割り付けられた方法を用いて調査用紙に記

入する。 

A：案分法食事記録法に割り付けされた対象者

②は、家族全員（対象者①、②を含む）が食べ

た食品、飲料の重量を秤で秤量し、そのうち対

象者①が食べた割合を記録する。 

B：秤量式食事記録法に割り付けられた対象者

②は、対象者①が調査実施日に食べたすべての

食品、飲料の摂取量を秤で秤量して記録する。 

妥当性を検証するための基準として、対象者

①の 24 時間蓄尿を用いる。 

解析方法：蓄尿検体から推定できる窒素、ナ

トリウム、カリウム摂取量と秤量法と案分法の

食事記録から計算するたんぱく質、ナトリウム、

カリウム摂取量を比較し、2 つの食事記録法に

よって生じる測定誤差の特徴を検証する。 

 

D． 考察 

研究１）４）より、４つの食事の質スコアと

各種栄養素摂取量および代謝危険因子とのあ

いだに一貫した関連は観察されなかった。一方、

NRF9.3 は全般的に望ましい栄養摂取状況と関

連していた。NRF9.3 が日本人の食事の全般的

な質を評価するのに有用な尺度である可能性

が示唆された。 

研究２）３）より、2012 年度の国民健康・

栄養調査をもとにした本研究では、日本人が摂

取する朝食・昼食・夕食における主要な食事パ

タンを抽出することに成功した。また、これら

のパタンのそれぞれが 1 日全体の食事パタン

と独自に関連していることが明らかになった。

1 日の食事パタンの経年変化では、性、年齢、

職業、体重状態および喫煙で調整した後、「植

物性食品と魚」パタンの得点は 2003～2015 年

にかけて経時的に減少し、一方「パンと乳製品」

パタンおよび「動物性食品と植物油」パタンの

得点は経時的に増加した。 

研究５）より、摂取食品数，食品群数と栄養

素等摂取量の関連を検討し，摂取食品数，食品

群数が多いほど，多くの栄養素等で摂取量が相

対的に多く、炭水化物では負の関連であること

が示された。摂取食品数，摂取食品群数が食事

評価方法の指標となることが示唆された。 

研究６）は、検討した方法に基づいて、次年

度に調査を実施する。 
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E． 結論 

研究１）４）５）では、国民健康・栄養調査

データを用いた、国民の食事の評価方法の検討

をおこなった。その結果、食事バランスガイド

の遵守度を評価したスコア（JFG スコア）およ

びその修正版（修正版 JFG スコア）、地中海食

スコア（MDS）および DASH（Dietary Approaches 

to Stop Hypertension）スコアは、各種栄養素摂

取量および代謝危険因子とのあいだに一貫し

た関連は観察されなかった。一方、NRF9.3 は

全般的に望ましい栄養摂取状況と関連してい

た。NRF9.3 が日本人の食事の全般的な質を評

価するのに有用な尺度である可能性が示唆さ

れた。また、食品の種類数や食品群の多様性は、

多くの栄養素摂取量と正の相関が示され、炭水

化物は負の相関が示され食事の評価指標とし

ての可能性が示唆された。 

研究２）３）では、日本人の食事区分別の食

事パタンを抽出し、1 日の食事パタンへの寄与

を確認し、食事パタンの経年変化として西洋化

の傾向が示唆された。 

今後の課題として、さらに望ましい栄養素摂

取を可能にする食事・食品の摂取を評価できる

方法の検討、食費の検討、論文化をおこなう。

案分法の検証では調査を実施して解析する。 
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